
  個人住民税定額減税の概要 

対象となる方 

徴収方法（令和６年度分） 

○前年の合計所得金額が1,805万円以下の個人住民税所得割の納税義務者 
 ※令和６年度の個人住民税が非課税の方は対象となりません 
 ※令和６年度の個人住民税が５千円(均等割及び森林環境税)のみ課税の場合、対象となりません 
 

〇令和６年６月分は徴収されず、定額減税「後」の税額が令和６年７月分～令和７年５月分の
11か月で均されます。 
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６月分は徴収されません（７月以降の１１か月で均して徴収） 
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 減税額の算出方法 

○本人、配偶者を含む扶養親族  １人につき、１万円 

 例）納税者、控除対象配偶者、扶養の子ども３人の場合の定額減税額 

   １万円（本人）〒４人×１万円＝５万円 
   

 ※定額減税の対象となる方は、国内に住所を有する方に限ります 
 ※同一生計配偶者及び扶養親族の判定は、原則、前年12月31日の現況によります 
 

○減税額については、特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）の摘要欄に記載があります。 
 
○定額減税は住宅ローン控除や寄附金税額控除など、全ての控除が行われた後の所得割額から 
 減税されます。住宅ローン控除などにより所得割額が少なく、減税しきれない方については 
 別途給付金（調整給付）が支給されます。 
 調整給付の対象者には準備が整い次第、美幌町よりお知らせする予定です。 

 令和６年度税制改正において、令和６年度分の個人住民税の定額減税が実施されることとなり
ました。個人住民税の定額減税の概要は以下のとおりです。 
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ウラ面 もあります 

※ただし、定額減税の対象とならない「均等割及び森林環境税のみ」課税の方や  
  合計所得金額 1,805 万円を超える方は、 通常どおり６月から徴収します 



よくあるご質問 

Ｑ：どうして定額減税するのですか？ 
Ａ：賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和するため、一時的な措置として令和６年度分 
  の個人住民税の減税を実施するものです。（原則、令和６年度限りで実施） 

Ｑ：定額減税を受けるために何か手続きをする必要はありますか？ 
Ａ：納税者個人・事業所が、定額減税を受けるために手続きする必要はありません。 
  減税額は、美幌町が保有する税情報（給与支払報告書、年金支払報告書、確定申告書等）を基に算出 
  し、差引き後の税額を通知しています。定額減税対象者は令和６年７月分～令和７年５月分の11か月 
  に均して徴収します。（※令和６年６月分は徴収されません） 

Ｑ：私の定額減税額は通知書のどこを見れば分かりますか？ 
Ａ：下図とおり「特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用）」の「(摘要)欄」に記載していますので、 
  ご確認ください。 

（問合先） 
 美幌町役場 税務課 0152-77-6534（課直通） 

定額減税残  ：  0円 
定額減税 町：  30,000 円、道：  20,000 円 

 
     ※控除対象配偶者、扶養人数は 
       こちらに記載しています 
 

Ｑ：所得税（国税）の定額減税はどのような方法で実施されますか？ 
Ａ：所得税（国税）の詳細は、国税庁ホームページ「定額減税特設サイト」をご確認いただくか、税務署 
  へお問い合わせください。   

Ｑ：５千円（均等割及び森林環境税）のみ課税されている従業員について、６月天引きの方と７月天引き 
  の方がいるのはどうしてですか？ 
Ａ：６月天引きの方 → 定額減税「前」の状態で、所得割額が０円の方 
  ７月天引きの方 → 定額減税した結果、所得割額が０円となった方  という違いがあります。 

Ｑ：定額減税は一人あたり４万円と聞いていたが、なぜ一人あたり１万円で計算されているのですか？ 
Ａ：定額減税は所得税（国税）一人あたり３万円、住民税一人あたり１万円の合計４万円となります。 
  この税額決定通知は個人住民税に関するものなので、一人あたり１万円×扶養人数で減税額を計算 
  しています。扶養人数は、上図の青枠部分で確認できますが、不明な点がございましたら納税義務 
  者の方ご自身が美幌町役場税務課へお問い合わせください。【TEL 0152-77-6534（課直通）】 
 

Ｑ：住民税所得割額より定額減税額が多く減税しきれない場合、その差額はどうなりますか？ 
Ａ：定額減税は住宅ローン控除や寄附金税額控除など、全ての控除が行われた後の所得割額から減税され  
  るため、減税しきれないことも想定されます。 
  その場合、別途給付金（調整給付）が支給されます。 
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